
 

 

 

 

（健全化判断比率の公表等） 
地方公共団体の長は、毎年度、以下の「健全化判断比率」を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該健全

化判断比率を議会に報告し、かつ、当該健全化判断比率を公表しなければならない。（法第３条） 

（健全化判断比率）①実質赤字比率②連結実質赤字比率③実質公債費比率④将来負担比率 

 

（公営企業の経営の健全化（資金不足比率の公表等）） 
公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の資金不足比率を監査委員の審査に付し、その

意見を付けて当該資金不足比率を議会に報告し、かつ、当該資金不足比率を公表しなければならない（第２２条）。 

 

（財政の早期健全化） 
地方公共団体は、健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上である場合には、議会の議決を経て財政健全

化計画を定め、公表し、かつ毎年度、その実施状況を議会に報告して公表しなければならない。（第４条、５条、

６条） 

（公営企業の早期経営健全化） 
 地方公共団体は、公営企業の資金不足比率が経営健全化基準以上である場合には、議会の議決を経て経営健全

化計画を定め、公表し、かつ毎年度、その実施状況を議会に報告して公表しなければならない。(第２３条、２

４条) 

 

（財政再生段階） 
地方公共団体は、再生判断比率のいずれかが財政再生基準以上である場合には、議会の議決を経て財政再生計画

を定め、公表し、かつ毎年度、その実施状況を議会に報告し、公表しなければならない。（第８条、９条） 

 
（地方債発行の制限） 
地方公共団体は、財政再生段階において、議会の議決を経て、財政再生計画を県知事と協議して同意を得ていな

いときは、災害復旧費等以外の地方債を起債することができない。（第１１条） 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律の概要（平成 19 年 6 月 22 日法律第 94 号） 
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[実質赤字比率]

標準的地方公共団体に通常収入が見込まれ

る一般財源の規模（標準財政規模）に対す

る一般会計等の赤字額の割合を表す指標

[連結実質赤字比率]

標準的地方公共団体に通常収入が見込まれ

る一般財源の規模（標準財政規模）に対す

る全会計の赤字額の割合を表す指標

[実質公債費比率]

公営企業や一部事務組合の地方債償還に

充てる繰出金・負担金を含めた一般会計

等の地方債償還に対する財政負担額と標

準財政規模の割合を表す指標

[将来負担比率]

第三セクターや土地開発公社等を含めた一

般会計等が将来的に負担すべき負債の標準

財政規模に対する割合を表す指標

[資金不足比率]

公営企業の営業活動から生じる収益等(事

業規模）に対する資金不足額の割合を示す

指標

健全化判断比率等 対象となる会計等



平成22年度標準財政規模　　11,866,040千円

指標 臼杵市の平成22年度指標 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 赤字額なし 財政規模に応じ11.25～15％
臼杵市の場合13.07％　▲1,550,891千円

市町村20％
臼杵市の場合▲2,373,208千円

連結実質赤字比率 赤字額なし 財政規模に応じ16.25～20％
臼杵市の場合18.07％　▲2,144,193千円

市町村40％
臼杵市の場合▲4,746,416千円

実質公債費比率 15.5% 市町村25％ 市町村35％

将来負担比率 55.5% 市町村350％

資金不足比率（公営企業） 赤字額なし 20%

監査委員の審査

議会へ報告

公表・県知事へ報告

財政健全化計画策定

議会の議決

公表・県知事へ報告

（健全化計画の実施状況）

毎年度9月30日までに議会へ報告

財政再生計画策定

議会の議決

公表・総務大臣へ報告

議会の議決

総務大臣の同意

総務大臣との協議

起債の許可※

県知事の勧告 総務大臣の勧告

健全段階 早期健全化段階 財政再生段階

※財政再生段階では

財政再生計画につい

て県知事と協議し同意

を得なければ起債を

発行できない。

健全化判断比率等

起債の許可手続

個別外部監査の義務付け


